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受入図書資料（329） 

(*)印は寄贈図書 

(-)印は移管図書 

 

[会計・監査] 

学校法人会計要覧（平成29年版） 

学校経理研究会 編 霞出版社 

会計全書（個人税務法規編）平成29年度 

会計全書（会計法規編）平成29年度 

会計全書（会社税務法規編）平成29年度 

金子宏・斎藤静樹 監修 中央経済社 

[税務] 

租税条約関係法規集Ⅰ（平成 29 年版） 

租税条約関係法規集Ⅱ（平成 29 年版） 

納税協会連合会 編 清文社 

[その他] 

四半期報告書の作成要領（平成 29 年 6

月第1四半期提出用） 

財務会計基準機構（FASF） 編 財務会

計基準機構(*) 

四半期報告書作成の手引き（平成29年第

1 四半期版）四半期連結財務諸表を作成

している会社用 

四半期報告書作成の手引き（平成29年第

1 四半期版）四半期連結財務諸表を作成

していない会社用 

プロネクサス・ディスクロージャー実

務研究会 編 プロネクサス(*) 

役員の退職慰労金（2017 年版）2016 年

10月調 集計225社役員退職慰労金規程

例付 

政経研究所 編 政経研究所 

会社四季報（2017年第3集）夏号  

東洋経済新報社 編 東洋経済新報社 

 

  

学内機関誌から（329） 

-論題紹介- 

 

 

収用等による圧縮記帳の本質と損金経

理の意義に関する考察 

平野嘉秋 商学集志（日本大学）86 巻

第 4 号 

金融商品取引法における「相当な注意」

の考察－シニアコミュニケーション事件

等の有価証券報告書の虚偽記載判例、

ならびにコーポレート・ガバナンス・コー

ドの実践、英国法における不実開示責

任と市場の詐欺理論などを踏まえて－ 

藤川信夫 商学集志（日本大学）86 巻

第 4 号 

租税回避と対抗策 

矢内一好 商学集志（日本大学）86 巻

第 4 号 

監査等委員会設置会社における取締役

の法的責任～取締役の利益相反が問題

となった MBO 事例を手掛かりに～ 

鬼頭俊泰 商学集志（日本大学）86 巻

第 4 号 

企業のディスクロージャーが他企業に及

ぼす波及効果 

北川教央 国民経済雑誌（神戸大学）

215 巻 4 号 

会計制度上の利益計算思考の変遷 

鈴木一水 国民経済雑誌（神戸大学）

215 巻 5 号 

相続税物納制度の導入 

牛米 努 税大ジャーナル（税務大学

校）27 号 

土地をめぐる税の歴史～測量・地図との

かかわりあい～－平成27年度租税史料

室特別展示－ 

舟橋明宏 税大ジャーナル（税務大学

校）27 号 

マレーシアの税務行政と税制の概要 

藻川沙織 税大ジャーナル（税務大学

校）27 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


